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東日本大震災を理解する上でのポイントと

男女共同参画の視点で見た課題男女共同参画の視点で見た課題

東京大学 総合防災情報研究センター東京大学 総合防災情報研究センタ
／生産技術研究所

大原美保

世界のプレート分布

ユーラシアプレート

中央大西洋海嶺
Mid-Atlantic Ridge

太平洋プレート

フィリピン海プレート

オーストラリアプレート

伯野元彦：被害から学ぶ地震工学，鹿島出版会，1992

東太平洋海嶺
East Pacific Rise
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North American Plate

Japan Trench

日本を囲む４つのプレート

・厚さ70～100km

Pacific Plate

Eurasian Plate
p

http://www.hinet.bosai.go.jp/about earthquake/sec4.1.htm

・厚さ30～40km
・北西方向に年間約4cm

の速度で進んでいる．

・厚さ70～100km
・西北西に年間約
8cmの速度で進ん
でいる

Philippine Plate

海溝型地震 と 活断層型地震
海溝型地震： 2011年東北地方太平洋沖地震 など
活断層型地震：1995年兵庫県南部地震、2004年新潟県中越地震 など

文部科学省パンフレット：地震がわかる

プレート運動により岩盤中に蓄積された歪ひずみのエネルギーが、急激な断層運動
（両側の岩盤がずれ動く現象）により、地震波となって放出される
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三陸沖での過去の地震 （Ｍ８以上）

発生年 名称 Ｍ 概要

869年7月13日 （貞観
11年5月26日）

貞観地震 8.3 津波が多賀城下を襲い，溺死約
１千

1611年12月2日 8.1 三陸沿岸および北海道東岸で津
波被害

1793年 2月 17日 8～
8.4

陸前・陸中・磐城：仙台封内で家
屋損壊１千余，死１２

1896（明治29）年 6月
15日

明治三陸地震津波 8 プレート境界地震、波高は，吉浜
２４.４ｍ，綾里３８.２ｍ，田老１４.
６ｍ 死者は2万人以上（青森３６ｍ 、死者は2万人以上（青森３

４３，宮城３４５２，北海道６，岩手
１８１５８）

1933（昭和8）年 3月 3
日

昭和三陸地震津波 8.1 プレート内地震、死・不明３０６４，
家屋流失４０３４，倒壊１８１７，浸
水４０１８

日本付近の主な被害地震年代表 検索プログラムより

海溝型地震の長期評価(2011年1月時点）
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東日本大震災の特徴
2011年3月11日（金）14:46、M9.0
最大震度７(宮城県築館市)

①想定を超える地震津波被害

⑤各地での
誘発地震・

余震

3/11

3/11
4/7

②仙台市の都市型災害
（ライフライン・造成地被害etc.)

③福島原発被害による社会的影響

④長周期地震動と電力危機による
首都圏への影響

4/11
3/12

首都圏への影響

⑥超広域に渡る影響と全国規模
の支援

市町村の死者・
行方不明者数(6/2)

3/11

津波発生のメカニズム

文部科学省パンフレット：地震がわかる

津波＝海底の地殻変動
による水の移動
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仙台

宮古

大船渡 八戸

銚子

想定していた津波 中央防災会議：日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震対策
被害想定より

宮古

２０

２５

１０

１５

５

０

想定宮城県沖地震
仙台市宮城野区 1－2ｍ程度
宮古市 1－4程度

明治三陸地震と同じ想定地震
仙台市宮城野区 1－4ｍ程度
宮古市 5－20ｍ程度

仙台市津波ハザードマップ

斜線部：

仙台東部有料道路

荒浜小学校
＝避難所

斜線部：
津波警戒
が必要な
区域
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仙台市若林区荒浜に見る「明と暗」

2階はほぼ被害なし
→津波高さ３ｍ以下か

宮古市津波ハザードマップ（田老）
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被災事例 岩手県宮古市田老（地震後）

宮古市情報：田老地区 人口4000人、うち田老地区の死者は２０人。

明治三陸津波で大被害を受け、巨大防潮堤（高さ10ｍ）を建設

津波による犠牲者 警察庁調べ

岩手、宮城、福島３県警が4月11日までに年齢を確認した死者
１万1108人のうち、65.2％が60歳以上だった。

原因：日中の高齢者の高い在宅率原因 中 高齢者 高 在 率
避難場所までの移動困難（特に高台の場合）
津波警報の聞き取り困難
避難所や避難場所自体の津波被害

日本経済新聞ＷＥＢより
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要援護者・女性等向けの防災訓練開催状況(H20)

全国知事会・女性・地域住民からみた防災施策のあり方に関する調査（H20.12）
・期間 H20.9.19-10.17
・回答 都道府県 47/47 (100%),  市町村 1,747/1,809 （96．6％）

妊産婦・
乳幼児

保育園児・
乳幼児

要介護者 障害者 外国人 その他

当事者・関係者の防災力向上の必要性

Preparedness
Prediction/Early 

Warning
警

災害サイクル／Disaster Cycle

被災地外：次の災害に備える！

Mitigation
抑止

Preparedness
災害軽減

g
予警報

Reconstruction

Disaster
災害

Damage 
Assessment
被害評価

Disaster 
Response
災害対応

Recovery
復旧

Reconstruction
復興

被災地：現状復帰ではない復興を！
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仙台市若林区荒浜仙台市若林区荒浜 六郷中学校避難所

しきりがほとんどない空間

避難所機能の重要性とマニュアル記述状況

全国知事会・女性・地域住民からみた防災施策のあり方に関する調査（H20.12）

市町村の
回答
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備蓄品の必要性と備蓄状況 (H20)
当事者の意見を参考にした市町村は4.2％

常時備蓄が多い物

備蓄品の必要性と備蓄状況 (H20)

流通備蓄（協定等による調達）が多い物

今回は、海岸線での道路断絶、原発危機による物流の停滞、
自治体自体の被災による仕分け作業の困難により、初動期に
おいて流通備蓄が困難であった可能性が高い。
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今後、長期に渡る生活再建プロセス

1995年兵庫県南部地震での応急仮設住宅数の推移

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年

東日本大震災の生活再建は始まったばかり。今後、育児
中・介護中など様々な年代の女性のニーズ反映が必要

今後想定されている海溝型地震

東海地震

東京湾北部地震

中央防災会議被害想定より

東南海・南海地震
（東海との連動型の可能性も）
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対岸の火事ではない！
自治体での災害時要援護者・女性等の視点を反映させた刊行物
の発行状況（Ｈ２０全国知事会調査）

今後、全国で作成されうるマニュアルにも、女性等の
視点を反映していく必要がある。

意思決定過程における女性の発言
都道府県および市町村の防災会議の女性委員率（Ｈ２０）

市町村

都道府県

女性の発言を取
り入れるための
体制作りも重要


